
















































































































































































































平成 28 年度における現年度分の納付率は 65.0％である（3）。裏を返せば、納付対象月数の 4 割弱
が未納である。人数ベースでは、平成 26 年 3 月末現在で未加入者数が約 9 万人、未納者数が















































注）　概念図なので保険料の免除等は考慮に入れておらず、簡略化されている。10 年は 2017 年 8 月より適用される















































































る。生活扶助については居宅のケースを想定する。第 1 類については、60～69 歳と 70 歳以上の
基準の中間値（1 級地の 1 では 36,410 円）を採用する（13）。第 2 類については、世帯人員別の「一
人」を取り（1 級地の 1 では 40,800 円）、冬期加算については、各級地のⅠ区とⅥ区の中間値を
取り月額平均（1 級地の 1 では 7,560 円）を採用する。住宅扶助については、一般基準が月額
13,000 円以内と低すぎることから、特別基準を採用する。特別基準は便宜的に一番高い地域（東







1 級地 1 1 級地 2 2 級地 1 2 級地 2 3 級地 1 3 級地 2












表 2　高齢者世帯のみを考慮した OECD の貧困基準を援用した給付水準
 （月額、円）
40％ 50％ 60％



















表 3　単身 65 歳以上高齢者の消費支出と給付水準
 （月額、円）
消費支出額 食料 住居 光熱・水道 家具・家事用品 被服及び履物
147,051 36,473 12,695 12,666 5,312 4,394 
保健医療 交通・通信 教育 教養娯楽 その他の消費支出













































































で、社会保障国民会議で示された C' 案と A 案を参考にしている。なお、対象者となる 65 歳以
上人口の統計データは国立社会保障・人口問題研究所より 2017 年に公表された「日本の将来推
計人口（平成 29 年推計）」の出生中位（死亡中位）に基づいている。










同様の考えで第 2 案の給付 50％減の場合には、対象者半分のうち給付が半分に減少されるので、






















































　表 5 の結果によれば、給付水準で一番高い生活保護（1 級地の 1）で、2015 年度の追加コスト
が 51.4 兆円で、一番低いのは消費支出基準の年金白書案で 30.6 兆円である。本稿案の消費支出
基準では、2015 年度で 39.0 兆円であり、各案の中では中間に位置する。各案の追加コストの高
さの順番に変化はないが、年度が進むにつれどの案でも追加コストが上昇し、2040 年度にピー
クを迎える。2040 年度の追加コストは中間の位置にある本稿案でも 48.0 兆円と高額である。財
政的な負担を考慮すると実現可能性に乏しいであろう。
4.2　基本ベース 2（A 案）
























































よればピークである 2040 年度を除き、20 兆円を割り込んでいる。仮に、財源を消費税で賄うと








































試算した。所得制限については、所得分布上位者 50％以上を対象に、第 1 案として給付 25％減
（基本ベース給付費から 1/8 削減）、第 2 案として給付 50％減（基本ベース給付費から 1/4 削減）、
第 3 案として給付なしケース（基本ベース給付費から 1/2 削減）について試算を行い、表 7 に結
果をまとめた。表 7 によれば、第 1 案では基本ベースの対象者の半数に対してわずか 25％のカッ
トのため、約 7 兆円の減少効果しか得られないが、第 2 案では 10 兆円以上の減少効果が得られ、
第 3 案では 20 兆円程度の減少効果がある。先と同様に消費税率 1％で 2 兆円程度の税収を見込

































て、70 歳と後期高齢者である 75 歳に引き上げたケースについて試算した。表 8 によれば、70 歳
以上に支給開始年齢を引き上げた場合で 10 兆円弱、75 歳以上では支給対象者が大幅に減ること
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最低保障年金の給付水準に関する一考察 37
 This paper examines the feasibility of introducing a minimum guaranteed pension into Japan. Until 
now there have been inadequate studies on establishing a minimum guaranteed pension. However, be-
cause establishing a minimum guaranteed pension is connected directly with the standard of living of the 
elderly, the issue is important. In addition, from a financial aspect, it is pertinent because the current pen-
sion system is connected directly with how much one pays over the course of their working life.  The au-
thor examines introducing a minimum guaranteed pension with reference to a minimum standard of liv-
ing. In addition, a cost estimate is also pointed out.  Should a minimum benefit level be introduced, there is 
no doubt the cost will be high in order to guarantee a minimum standard of living, Yet, the idea is not to-
tally infeasible, especially when considering the age at which Japanese people are eligible to receive a 
minimum guaranteed pension.
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